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ドネシアにおけるリーダーシップ変革」プログラムの実施があこのプログラムは、行政サ ビスにおけるリーダーシップ向上に力点を置いた四週間の行政教育コースである。最初の一週間は、講義形式でジャカルタにて実施され残りの三週間は、ハーバ ド大学での授業と、ボストンにおける地方自治体の現場視察 行う。この行政教育プログラムが大きな成功を収めると、今後数年以内にイドネシアの地方公選リーダーは、
戦略的分野三項目での基本的知識と技能を身に付けられることになる。第一に、 「戦略的リー ダーシップ」では、広報 、説得術、交渉術、行政府でのリーダーシップ、行政府と立法府との相互関係、倫理・説明責任 参加型行政運営、透明性の確保 市民参画、危機管理など 各種の問題が扱われている。第二に、 「新しい行政運営」では、行政改革、運営実績評価、予算編成と財務管理、意思決定用の分析ツール マーケティング、大規模プロジェクト、インフラファイナンスが扱われている。第三に、 「持続可能な開発」では経済成長戦略、成長と公平性確保と う目標のトレードオフ関係、農村開発、都市化の問題点、貧困と社会的セイフティネット等が扱われている。　
また、政治的影響力をもつ企業


































実業家から資金助成を受けていにもかかわらず、一九五〇年代から一九八〇年代にかけてのアメリカにおけるインドネシア研究の黄金期が再来する公算は低い。なぜなら、地域研究は、アメリカの高等機関にとって重要案件で なくなっているからである。 （一部例外があることは承知してい が）同時に、オーストラリア、 部の欧州諸国（特にオランダ ドイツ） 、一部のアジア諸国（日本韓国、シンガポール）において、インドネシア研究が発展してきている。特にオーストラリ おては、 ンドネシア人学生 多く、研究も盛んである。オーストラリア
の政府、国民、実業界に
とってインドネシアは極めて重要な存在であるため、インドネシア研究に対し は、大きなニーズや需要が存在してい 。インドネシアは、オーストラリア政府や同国の大学にとって、依然として最重要研究対象であり、今後もそのことに変わりはないと思われる。　
暫定的には、インドネシアの大
物実業家からアメリカの大学や研究機関への寄付は、インドネシアの政策研究の質的向上と、アメリカの政策担当者 インドネシア対する理解増進に寄与する公算が大きい。インドネシア研究の領域は、過去二〇年間で変化しており、これから先一〇年、二〇年でも変化を続けて くと思われる。（B
en
ny S
ubian
to
／ハーバード大
学ケネディスクール・プログラムオフィサー）
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